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原発事故被災からの回復のための政策課題
The Policy Problems for Recovering from 
Nuclear Power Plant Disaster Damages
長谷部　俊　治
Toshiharu Hasebe
Abstract
 Six years passed after Fukushima Daiichi nuclear power plant disaster, the victims and the disaster 
area are recovering from damaged situation. The recovering is not to get back but to restore usual 
situation. The victims will take any courses which are made up steps to establish safety, to recall and 
mourn of the disaster, and to re-combine with usual life by one another. The disaster area will be re-formed 
by victims’ processes of re-connecting with land. The policy to support these processes must differ form 
emergency measures to control disaster.
 But the present policies against the disaster disagree with recovering processes because of theirs 
following characters. a) Continuing emergency measures in the recovering stage, b) Promoting to re-form of 
the disaster area by simple economic development projects, c) Much leaning on the efficient goal attainment 
technique. It is necessary to change the policies into giving support the inner origin recovering processes.
 It is important public sectors take responsibility for good welfare and sound environment on giving 
support. I propose the following devices.
1)  To promote public welfare support works for victims as customary doing
2)  To establish the community re-form funds for self-direction recoveries 
3)  To promote the ecosystem recovering project and balancing between economic benefit and ecological 
soundness
4)  To reorganize the cost burden relationship between the disaster causer and public sectors, and to aid 
solving problems of recovering from the nuclear disaster damages
Keywords: Recovering from disaster damage, Inner origin recovering processes, Connection with land, 
Welfare support, Ecosystem recovering, Relationship between public sector and disaster causer
要　旨
　原発事故被災からの回復は、元に戻ることではなく日常性を取り戻すことである。被災者は、本人が主体
となって、安全の確立、想起と服喪追悼の段階を経て、通常生活との再結合に至る過程をたどる。また被災
地は、被災者が土地とのつながりを再構築することによって再生していく。そのための政策は、事故発生時
06_長谷部_vol7.indd   77 17/03/03   18:18
78
＜特集論文＞
の緊急・応急対策とは異なる。
　ところが、現在の原発事故被災対策は、a）緊急対応策をそのまま延長して恒久的な措置としていること、b）
被災地の再生を単純な経済的復興として推進していること、c）目標を定めその効率的な達成を図る手法を偏
重していること、という特徴があり、被災からの回復との齟齬を生じている。これを、内発的な回復過程に
対する支援へと転換しなければならない。
　この場合に、原因者に負担を求めるだけでなく、良好な福祉や健全な環境に対する公共的な責任をも重視
すべきである。その必要に応えるべく次のしくみを提案する。
1）支援の日常化を図るために、被災者支援を公共福祉政策として展開する。
2）被災地主体の回復を支援するため、コミュニティ再生基金を造成する。
3）生態系回復プロジェクトを実施し、被災地再生に当たってエコノミーとエコロジーのバランスを確保する。
4）被災から回復するうえでの課題に適切に応えるために、被災地再生のための費用負担関係を再編する。
キーワード： 被災からの回復、内発的な回復過程、土地とのつながり、福祉への支援、生態系の回復、公共
責任と原因者負担
　福島第一原子力発電所事故（2011 年 3 月 11
日発生）は、約 6 年を経過したいま、被災から回
復する過程にある。もちろん、事故の原因や影響・
被害についてはいまだ十分な解明・把握がなされ
ていないし 1）、危険状態が消え去ったわけでもな
い 2）。しかし、今後重要となるのは、緊急的な措
置ではなく、日常性を取り戻す過程であり、それ
を支える政策である。
　被災から回復する過程においては、被害の構造
や加害責任、被災者・被災地の置かれた社会経済
環境などが強く作用するほか、「回復」の意味が
問われる。特に、原発事故とその影響の特性は、
回復過程を拘束する 3）。
　このような被災からの視点の必要性は、すでに、
原発事故避難や被災地の復興の実態をめぐる多数
の論考において主張されている 4）。あるいは、起
きている事態と現在展開されている政策とのあい
だに齟齬があるとの指摘も数多い 5）。
　だが、政策立案において被災からの視点がまっ
たく認識されていなかったとは言い難い。また、
施策の実施に当たって被災者・被災地の必要を汲
み取りそれに応えることが重要なのは当然で、そ
のことも認識されている 6）。現在の政策が被災か
らの視点が十分に組み込まれていない、あるいは
被災実態とのあいだで齟齬があるとすれば、それ
らは認識の欠如によるというよりは、政策を組み
立てる際の思考形式に起因すると考える 7）。さら
には、より根本的に、日常性を取り戻す過程に対
して政策がどの程度、どのように介入できるのか、
その可能性と限界についても吟味しなければなら
ない。
　従って、被災から回復する過程で政策が有効に
機能するためには、まずは、現在の政策の考え方を
明確にしなければならない。そのうえで、被災から
の回復、とりわけ日常性を取り戻す過程において、
政策がどのような役割を果たし得るのかを考察し、
政策課題を議論の俎上にのせるのである。
　本稿は、そのための糸口を明らかにする試みで
ある。
　なお、被災者、被災地とは誰であり、どこであ
るかについても検討を深めなければならない。ま
た、その定義如何は、対策の適切さや有効性の評
価と不可分でもある。しかし、本稿では、被災者
は原発事故によって避難を強いられた人々、被災
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地は避難指示の対象となった地域に限定する。そ
の余であっても被災者、被災地として捉えること
を否定するものではない。
1　	原発事故被災対策の考え方
	 ―賠償・除染・長期避難―
　原発事故被災に対応するための政策は、どのよ
うな考え方によって進められているのであろう
か。
（1）二つの対策カテゴリー
　福島第一原発事故による被災対策は、大きく二
つのカテゴリー、緊急事態への対応と復旧・復興
とに分類できる。そして、前者は原発事故特有
の事態を強く反映したものとなっているのに対し
て、後者においては一般的な自然災害における対
策を大幅に援用したものとなっている。
　実際、原発事故被災に係る政府の対応体制は図
1 のとおりであるが、このなかで原発事故・放射
線対策（図の（1）～（6））はいずれも主として
緊急時の対応である一方、残りの対策（図の（7）
～（10））は、津波被災からの復旧・復興対策と
ほぼ同じ内容である 8）。そして、対応の重点は、
避難区域の見直し等の進展とともに、緊急時の対
応から復旧・復興対策へと移行していくのである。
　あるいは、原発事故被災対策の根拠となってい
る主な法律を体系化すると、表 1 のように二種類
の法律群で構成されている。緊急・応急対策法制
は、主として危機の管理を目的とするもので、臨
時的あるいは特殊な措置、たとえば除染、長期避
難のような原発事故特有の事情に対応するための
措置を規定しているのに対して、復旧・復興法制
は、一般的な行政ルールを前提に、主としてその
図 1　原発事故被災に係る政府の対応体制
 （注）復興庁「復興の取り組みと関連諸制度」（2016 年 11 月 9 日）p. 7 より
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適用に当たっての特例措置を規定していて、原発
事故被災に特有の事情に対応するための措置規定
はほとんどない。
　この二つのカテゴリーは、目的実現のための手
法に違いがある。緊急事態への対応においては、
その性質から、権限を集中し、行動を統制する方
法が有効である。特に原子力災害対策においては、
より集中的で強い統制を行うためのしくみが採用
されている。たとえば、災害時には避難指示のよ
うな強制措置を行うことができ、しかもその権限
は、一般の災害においては原則として市町村長に
与えられているのであるが（災害対策基本法 60
条）、原子力災害においては原則的に原子力災害
対策本部長（内閣総理大臣）が市町村長に指示す
ることとされている（原子力災害対策特別措置法
20 条 2 項）。
　また、緊急・応急対策に当たっては、権限の行
使について幅広い裁量が認められている。たとえ
ば、避難指示について見れば、災害対策基本法は
「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、人の生命又は身体を災害から保護し、
その他災害の拡大を防止するため特に必要がある
と認めるとき」（同法 60 条）に指示すると規定し、
原子力災害対策特別措置法は「緊急事態応急対策
等を的確かつ迅速に実施するため特に必要がある
と認めるとき」（同法 20 条 2 項）に指示すると
規定し、「緊急事態応急対策」とは「原子力災害（原
子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止
を図るため実施すべき応急の対策」（同法2条5号）
であるとしている。不確実性の大きな事象に対応
するとき、判断基準等をあらかじめ厳格に定める
ことは目的合理性に欠けるからである。
　これに対して、復旧・復興のための方法は、計
画を作成し、それに即して行動を律するかたちが
主流である。たとえば、原発被災からの復興施策
の体系は図 2 のとおりであるが、方針や計画の組
み合わせによって進められていることがわかる。
　復旧・復興は、各種の活動が相互に連携しつつ
進んでいくから、その効率的な実現のためには、
様々な手段の総合的・体系的な調整・統合が重要
となる。計画を組織化することはそのための有効
な手法である。
（2）原発事故被災の特性と対応策
　福島第一原発事故での緊急・応急対策において
は、従来の災害対策法制によっては対処困難な原
発事故特有の事情に対応するため、次のような措
置が講じられた。そして、それらの措置は、その
表 1　原発事故被災対策のための法律体系
緊急・応急対策法制 復旧・復興法制
基本法 災害対策基本法
なし（災害復旧・土地利用・地域振興等に関す
る一般法）
総合的な特別法
（原子力災害の特殊性に鑑みて）
原子力災害対策特別措置法
（被害の特殊性に鑑みて）
東日本大震災復興基本法
（原子力災害からの復興の特殊事情に鑑みて）
福島復興再生特別措置法
個別施策のための特別法
賠償に関する特例法
除染等のための特例法
避難住民等に係る事務処理特例法（注 1）
子ども・被災者支援法（注 2）
土地利用に関する特例法
事業支援に関する特例法
財源確保に関する特例法
（注 1） 「避難住民等に係る事務処理特例法（正式名称「東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難
住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関する法律」）は、避難住民に係る事務を避難先の地方公共団体にお
いて処理することとすることができる特例などを定めている。
（注 2） 「子ども・被災者支援法」（正式名称「東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるた
めの被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律」）は、原子力事故被災の特殊性に鑑みて被災者の生活支援等の施
策を推進すべきことを定めている。
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まま被災からの回復における与件となったのであ
る。
ア）損害賠償のしくみ
　原発事故による被害は甚大、広範であって、被
災者の迅速、円滑な救済に資するべく、原子力損
害賠償紛争審査会が損害賠償の範囲判定や算定の
ための指針（「中間指針」及び四次にわたる追補）
が定められ、東京電力による損害賠償は基本的に
同指針に沿って進められた。
　同指針の特徴は三つある。第一は、財産価値の
損失に対する賠償をベースに、避難に伴う精神的
な損失に対する賠償を加えるという考え方で構成
されていることである。従って、生活再建に責任
を負うという考え方は採用されていない。
　第二は、損失の範囲判定や算定において、避難
指示区域が指標とされていることである。従って、
避難の実態を参酌する余地はない。
　第三は、指針は参考資料であって、賠償範囲や
賠償額は被災者と東京電力との交渉によって決定
することである。従って、政府の関与は間接的な
ものに留まる。
　ところで、このような甚大、広範な被害に対す
る損害賠償のしくみの例として、公害健康被害に
対する賠償制度（公害健康被害の補償等に関する
法律）がある。これは、特定の健康被害について、
賠償対象者を政府が認定し、法令によって定めら
れた給付、福祉事業等を政府が行い、政府はその
費用を原因者等に求償するというしくみである。
これを原発事故被災に対する賠償のしくみと比較
すると、（ⅰ）健康を回復するまで責任を負うこと、
（ⅱ）賠償の範囲、賠償額などが法定されている
こと、（ⅲ）政府が賠償等を実施し、その費用を
原因者に求償すること、について違いがある。
　被害の性質などを含めて、両者を簡潔に対比す
れば、表 2 のとおりである。
図 2　原発事故被災からの復興施策体系
 （注）復興庁「原子力災害からの復興及び生活再建等に向けた取組について」（2013 年 8 月 1 日）p. 7 より
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　このような違いが生じたのは、公害健康被害補
償については被害者の救済を公共的な責任として
実施することによって不法行為責任の枠組みを超
えたのに対して（民法の特例措置）、原発事故被
災賠償については不法行為による損害賠償として
対応する原則が維持されたことによる。
　もっとも、原発事故被災賠償についても、生活
再建補償 9）の考え方をもとに実施すれば、その内
容は、公害健康被害補償に近いもの（福祉に重点
を置いた支援）になると考える。
イ）除染事業
　放射性物質が拡散し被曝の恐れが持続している
ことへの対応のために、除染事業が実施されてい
る。
　その当初の目的は「事故により生じた放射性
物質による汚染に対する不安を一日でも早く解
消するため」（「除染に関する緊急実施基本方針」
2011 年 8 月 26 日、原子力災害対策本部決定）
であり、その除染目標は次のとおりである。また
この決定には、費用の負担についての言及はない。
①追加被曝線量年間 20mSV（注 1）以上の地域につ
いては、当該地域の段階的縮小
②追加被曝線量年間 20mSV 未満の地域について
は、
　ア　長期的な目標として追加被曝線量年間
1mSV 以下
　イ　2 年後までに一般公衆の追加被曝線量を
50％減（自然減（注 2）を含む）
　ウ　2 年後までに子供の生活環境における追加
被曝線量を 60％減（自然減を含む）
注 1：「mSV」はミリ・シーベルト。シーベルトは、
生体の被曝による生物学的影響の大きさを測
る単位で、放射線量を人体に対するダメージ
の視点から捉える指標として使われている。
注 2：自然減とは放射性物質の物理的減衰及び風雨
などによる減衰をいう。ここでは、自然減は 2
年間で 40％と見込まれた。つまり、除染によ
る線量の減少率は、一般公衆については 10％、
子供の生活環境については 20％である。
　その直後に放射性物質汚染対処特別措置法 10）
が制定され、除染の目的は「事故由来放射性物質
による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及ぼ
す影響を速やかに低減すること」（同法 1 条）と
規定されたが、除染目標はそのまま維持された
（同法「基本方針」2011 年 11 月 11 日、環境省）。
つまり、除染事業は不安解消のための緊急対策と
して始まったのである。
　また同法は、費用の負担について、「関係原子
力事業者が賠償する責めに任ずべき損害に係るも
のとして、当該関係原子力事業者の負担の下に実
施されるものとする」（同法 44 条 1 項）と規定
している。
　その後、事故炉の危険性の低下とともに、避難
表 2　原発事故被災賠償と公害健康被害補償のしくみ
原発事故被災賠償 公害健康被害補償
被害の性質 被曝の恐れ、長期避難（注 2） 健康被害
目標 生じた損失の賠償 健康の回復
賠償の範囲・算定 個別交渉で決定（指針あり）
財産価値の損失補填＋精神的損失の補填
法令によって定める
医療費の給付等＋福祉事業
実施主体 東京電力 都道府県
費用負担 直接負担 原因者に求償
法的性質 不法行為による損害賠償 被害者救済制度の創設
課題（問題点） 被災実態との整合性？ 対象者の適切な認定
（注 1）簡潔な比較であって、詳細についてはそれぞれの制度等を参照する必要がある。
（注 2）長期避難による被害には、健康被害等が含まれる。
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区域について、緊急措置としての区分（警戒区域・
計画的避難区域・緊急時避難準備区域）から、帰
還可能性を基準とする区分（帰還困難区域・居住
制限区域・避難指示解除準備区域）へと順次再編
することとされた（「ステップ 2 の完了を受けた
警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本
的考え方及び今後の検討課題について」2011 年
12 月 26 日、原子力災害対策本部）。これを受け
て、除染事業は、新たな区域区分のもとで帰還を
早めるための施策として位置づけられた。たとえ
ば実施の優先度については、「住民の一日も早い
帰還を目指すため、まずは、避難指示解除準備区
域となる地域及び居住制限区域となる地域につい
て優先的に除染を実施する」（「除染特別地域にお
ける除染の方針（除染ロードマップ）について」
2012 年 1 月 26 日、環境省）と定められたので
ある。
　さらに、被災地の復興が課題となるなかで、「除
染とインフラ復旧の一体的施工や居住地周辺の
重点的実施等、復興の動きと連携した除染の推
進」（「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」
2013 年 12 月 20 日閣議決定）が必要であるとさ
れ、除染事業の実施方針が見直された。その結果、
追加被曝線量が特に高い地域以外の地域について
一律に 2 年間での除染を目指すとした従前の目標
を改め、個々の市町村の復興の具体化・進展に応
じて柔軟に進めることとされたのである（「特別
地域内除染実施計画の見直し」2013 年 12 月、環
境省）。
　見直された除染計画においては、（ア）早期に
帰還が予定されている居住区域を最優先して除染
すること、（イ）除染効果の判断に当たっては個
人の累積被曝線量を指標とすること（注：この意
味は、事業の効果を帰還可能性の視点から判断す
るということである）、（ウ）汚染度の高い帰還困
難区域及び面積広大で除染による悪影響も懸念さ
れる森林についての対策は先送りすること、とさ
れた。さらに、（エ）現場の状況に応じて合理性
や実施可能性を判断したうえでフォローアップ除
染を実施すること、も定められている。
　このように、除染事業の性格は、不安解消のた
めの緊急的な措置から、被災地復興のための事業
の一つ、とりわけ帰還のための条件を整えるため
の事業へと変化していった。ただ、基本的な除染
目標は、緊急措置において設定されたものがその
まま維持されている。
　そもそも、飛散した放射性物質の危険を根本的
に除去することは不可能である。除染によって不
安を抜本的に払拭することはできないし、放射能
が高い地域や森林等についての対策としての有効
性には疑問がある 11）。実施された除染の効果は、
人に対する低線量被曝 12）の恐れを低減するに留
まるのであって、起きた事態を大きく転換するよ
うな役割を担うことはできないのである。
ウ）長期避難者支援
　被災者は被曝による健康被害等を避けるために
長期避難を強いられているが、その事態への対応
が必要となった。当初、これを担ったのは、災害
救助法によるしくみである。
　同法による救助は、避難所や応急仮設住宅の供
与、食品の給与及び飲料水の供給、生活必需品の
給与又は貸与、生業に必要な資金等の給与又は貸
与など、多岐にわたる（同法 4 条 1 項）。そして
そのための費用は、原則として都道府県の負担と
される（同法 18 条 1 項）。
　しかしながら、このしくみは応急的な救助の必
要に応えるためのものであって、長期間の避難に
対応するには限界がある。しかも、原発事故被
災においては地方自治組織も避難を余儀なくされ
た。長期避難の実態に即した支援のしくみが必要
となったのである。
　三つのしくみが用意されている。第一は損害賠
償である。精神的損害に対する賠償及び住居確保
に係る損害の算定において、長期的な避難に対
応する考え方が示された（「中間指針第四次追補」
2013 年 12 月 26 日、原子力損害賠償紛争審査
会）。これによると、（ア）避難者の住居があった
地域に応じて、「長年住み慣れた住居及び地域が
見通しのつかない長期間にわたって帰還不能とな
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り、そこでの生活の断念を余儀なくされた精神的
苦痛等」に対して一括して賠償する、（イ）移住
等を行うことが必要と認められる場合には、地価
の違いから生じる移住先での負担増を含めて賠償
する、こととされている。
　第二は、地方公共団体事務の特例である。避難
住民に係る一定の事務を避難先の地方公共団体に
おいて処理することとすることができるなど特例
が定められた 13）。
　第三は、被災者、特に子供に配慮して行う生活
支援等の推進を求める法律の制定である 14）。同法
は、「被災者」を避難指示によって避難している
者だけでなくそれに準ずる者を含むとしているこ
と、子供に対する支援を重視していること、国に
対して放射線による健康への影響調査等を求めて
いることなどの特徴がある。ただし、同法は支援
のための基本事項を定めるのみで、理念的な規定
に留まっている。
　このように、長期避難者に対する支援は、賠償
を中心とした事実としての対応に留まっていて、
政策的な対応は無きに等しい。これは、原発事故
への対応の目標は避難指示の解除（危機状態の終
結）であって、避難者に対しては「元の居住地へ
の帰還」を支援することを原則とし、避難生活へ
の支援は、帰還までのあいだの緊急、応急的な措
置であると考えられているからである。
　長期避難者支援を考えるうえで見逃せないの
は、チェルノブイリ原発事故（1986 年 4 月 26
日）における対応である。その概要を尾松亮の
報告に基づいて紹介する（尾松，2013; 2016a; 
2016b）。
　チェルノブイリ原発事故によって、広大な土地
に放射性物質が飛散し、極めて多数の避難者等が
発生したが、事故から 5 年後の 1991 年、旧ソ連
はその対応のために「チェルノブイリ法」を制定
した。同法は、ソ連解体後、ロシア、ウクライナ、
ベラルーシに引継がれている。同法が規定してい
るのは、被災地の確定とそのゾーニング、居住コ
ンセプト（被災地での居住条件）、被災者のカテ
ゴリー、被災者の権利、被災者に対する支援措置
などである。
　このうち、居住コンセプトは、安全に居住でき
る基準を定め、その基準を満たさない場合にどの
ような措置が必要かを示している。被災地は、居
住コンセプトに従って、疎外ゾーン、退去対象地
域、移住権付居住地域、特恵的社会経済ステータ
ス付居住地域に分類され、さらに土壌汚染度及び
追加被曝線量によって区分される。そしてそれぞ
れの区分に応じて、居住の可・不可や、義務的移住、
移住権付与、移住権なしの区別が決定されるほか、
支援の内容が決まることになる。
　さて、チェルノブイリ法と福島原発事故の長
期避難者に対する支援のしくみとを比較すると、
チェルノブイリ法には次のような特徴がある。た
だし、チェルノブイリ原発事故においては、国家
が原発事故を起こし補償の責任を負っているこ
と、被災地には最小限の危険防止対策が施された
だけで除染等は実施されていないことに注意が必
要である。
　第一に、被災者の権利保護が明確に規定されて
いること。そもそもチェルノブイリ法の正式な名
称は「チェルノブイリ原発事故の結果放射線被害
を受けた市民の社会的保護について」である（尾
松，2013: 資料 p. 1）。被災者に対して、法律によっ
て健康・財産の被害補償、リスクに対する被害補
償、社会的支援を受ける権利を保証しているので
ある。
　第二に、移住権を規定していること。追加被曝
線量が年間 1 ～ 5mSV の区域（正確には土壌の
汚染程度も加味して判断される）の居住者に対し
て移住する権利が付与され、移住を選択した場合
には、法律に定める被害補償及び社会的支援を受
けることができるとされている。ちなみに、追加
被曝線量が年間 5mSV を超える区域には居住が
許されない。
　第三に、被害補償及び社会的支援に要する費用
について国家が負担する義務を負うこと。
　第四に、社会的保護の対象となる被災者に、避
難者や被災地からの移住者だけでなく、高放射能
地域に居住している人びと、原発事故収束作業に
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従事する者を含めていること。また、国家が自然
環境の回復に責任を負うことを規定しているこ
と。事故の影響が幅広く捉えられているのである。
　第五に、事故の影響に対処するための基本的な
ルールを包括的に定め、政府の裁量に委ねる余地
が狭いこと。区域区分の基準などは法定され、客
観的に定まる。また、政府に権限を与えるのでは
なく、実施義務を課しているのである。
　比較から浮かび上がるのは、次のような、福島
第一原発事故による長期避難者への支援体制の限
界である。
（ⅰ）災害救助の枠組みを超えて支援するしくみ
が整っていないこと。
（ⅱ） 移住者や自主避難者に対する支援がほとん
ど考慮されていないこと。
（ⅲ） 支援の実施が政府の裁量に委ねられ、支援
を受ける法的な地位が明確でないこと。
（ⅳ） 賠償と支援とが切り離されていて、総合性
を欠いていること。
（ⅴ） 自然環境の回復という視点を欠いているこ
と。
　これらは、原発事故による放射性物質拡散とい
う未知の事態が起きたにもかかわらず、災害救助
のしくみを適用して事態の収束を図ろうとするこ
とに起因する。緊急対応は長期間にわたって持続
するしくみではないし、災害救助法が想定してい
るのは自然災害である。その拡張による対応にお
いて不整合が生じるのは不思議ではない。
2　	被災からの回復が目指すもの
	 ―政策の不整合―
　被災からの回復は一様ではない。回復過程には、
災害の性質、被災の程度、被災者や被災地の抱え
る条件、対応のための政策・制度など、様々な要
因が作用する。そして、福島第一原発事故による
被災からの回復に当たって強く作用するのは、原
発事故の特性である。それは、どのように作用し
ているのであろうか。
（1）緊急事態と復旧・復興との併存
　緊急に対応する場合と復旧・復興を図る場合と
では、課題の性質や責任主体が異なる。当然、そ
のための手法やプロセスも違うが、このことは、
「二つの対策カテゴリー」として明らかにした。
　ところで、原発事故被災においては、この二つ
のカテゴリーが長期間にわたって併存する。避難
している状態と日常的な生活とが截然と分かれる
はずはなく、また被災地は、放射線被曝の危険性
が高い区域が緊急事態に置かれたまま、復旧・復
興プロセスが進みつつある。そして、原発事故被
災対策においては、緊急対応における政策枠組み
と復旧・復興段階におけるそれとが整理されない
まま施策が推進され、起きている事態とのギャッ
プが生じている。
ア）賠償・除染・長期避難支援でのギャップ
　たとえば、損害賠償は、前述したように、事故
発生によって生じた財産的な損失（これは被災と
同時に確定すると考えられている）に対する賠償
を基本として組み立てられたが、起きた事態は長
期避難であって、避難生活や移住を支援する役割
を果たさなければならなくなった。賠償は、その
組立て方を工夫すれば、被災によって破壊された
生活の再建を図るための負担を補填することがで
きるのだが、財産的損失に対する賠償を原則とし
たため、長期避難や移住によって生じる負担を慰
謝料で補填することとなったのである。
　除染事業は、不安解消を主な目的とした緊急対
応として始まった。しかしその後、達成目標が定
量的に定まらないまま、除染することが避難指示
解除のためのプロセスの一つ（安心材料を提供す
る手段）とされた。除染は低線量被曝に対する局
所的な緊急対応としては有効であろうが、それを
広域に展開して復旧・復興対策に組み込んだ結果、
事業を実施することそのものが目的化したのであ
る。
　長期避難者支援については、前述したように緊
急対応の延長であって、被災から回復するプロセ
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スに対する支援はわずかなものでしかない 15）。緊
急措置と復旧・復興政策とは制度的に不連続であ
るが、長期避難はその狭間に置かれているのであ
る。
イ）緊急事態宣言の解除
　もっとも象徴的なのは、「原子力緊急事態解除
宣言」（原子力災害対策特別措置法 15 条 4 項）
の見通しが明らかにされていないことである。緊
急事態宣言は、「原子力災害の拡大の防止を図る
ための応急の対策を実施する必要がなくなったと
認めるとき」（同条同項）速やかに解除するとさ
れているが、2016 年 12 月 31 日現在（事故発生
後 5 年 9 ヶ月経過）、同宣言は解除されていない。
内閣は、宣言の解除は、「住民の避難や原子力事
業所の施設及び設備の応急の復旧等の実施状況等
を踏まえ、総合的な見地からこれを行うかどうか
判断する」16）としている。
　一方で原子力災害対策本部は、2011 年 12 月
26 日の決定で「原子力発電所の安全性が確認さ
れ、今後、同原子力発電所から大量の放射性物質
が放出され、住民の生命又は身体が緊急かつ重大
な危険にさらされるおそれはなくなったものと判
断される」とし（原子力災害対策本部，2011）、
警戒区域の解除及び避難指示区域の見直し方針を
定め、その後順次実施している。つまり、2011
年末には緊急で重大な災害の発生事態を脱し、政
策課題は、緊急対応から復旧・復興へ移行し始め
たのである。しかしながら、自然災害の場合はこ
の移行が相当程度明確であるのに対して、原発事
故災害においては被曝の恐れが継続し、両方の課
題が併存するばかりか、賠償、除染、長期避難支
援の進め方に現れているように、両方の課題が混
淆し、目的と手段との不整合が生じた。緊急事態
宣言解除に当たって復旧・復興の進捗が判断要素
とされているのはそれゆえである。
　このことは、原発事故被災のもう一つの特性、
「安全状態」の判断基準問題の現れでもある。今
後原子力発電所からの大量の放射性物質の放出の
恐れはなくなったが、生命や身体が危険にさらさ
れる恐れは消えていない。飛散した放射性物質に
よる被曝の恐れは残っているのであって、どのよ
うな状態に至れば安全なのかについての基準が確
定していないのである。
　原子力災害対策本部は、避難指示解除の要件
として、年間 20mSV 以下となることが確実で
あることという考えを示し（原子力災害対策本
部，2011）、原子力規制委員会は、①帰還後の住
民の被曝線量の評価に当たっては空間線量率から
推定される被曝線量ではなく個人線量を基本とす
べきこと、②住民が帰還し生活する中で個人が受
ける追加被曝線量を長期目標として年間 1mSV
以下になることを目指していくこと、③避難指示
の解除後に被曝線量の低減・健康不安対策をきめ
細かく講じていくことなどの考え方を取りまとめ
た（原子力規制委員会，2013）。しかしこれらは、
避難指示解除に向け線量水準に応じて防護措置を
講じるための参考値に過ぎない。しかも、個人の
行動は様々で、「生活圏」を確定するのは絵空事
である。あるいは、チェルノブイリ法では、追加
被曝線量年間 5mSV 以上の区域は居住不可とし、
1mSV 以上の区域には移住権を付与するとしてい
るが（尾松，2013: 63）、これも参考に留まる。
　飛散した放射性物質が放出する放射線量は、飛
散時の物質分布、自然作用や除染による物理的な
移動、線量の時間的減少 17）によって変化する。
被曝に対する安全性は、放射性物質の挙動や状態
に即して判断することになるが、確定的な判断は
難しいし、画一的な基準を定めることも現実的で
はない。実際、チェルノブイリ法は、1 ～ 5mSV
の範囲については、居住如何を個々人の判断に委
ねているのである。さらには、農地や森林につい
ては、人間の被曝危険性、つまり追加被曝線量の
みで安全性を判断することは合理的ではない。
　緊急事態と復旧・復興とは、長期にわたって併
存しつつ徐々に移行するのだから、被災からの回
復を図るための政策は、「二つの対策カテゴリー」
を使い分ける（その結果混淆が起きる）のではな
く、両方を整合的にカバーする必要がある。新た
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な手法を工夫しなければならないのである。
（2）プロセスとしての回復
　原発事故被災からの回復はどのように進展する
のだろうか。そしてその際に、何が求められるの
であろうか。
　そもそも、回復を目指して努力するかどうかは
被災者の自由である。また、原発事故被災に限ら
ず、回復の過程は時間をさかのぼることではない
し、回復は復元することではない。
　回復のプロセスに様々な制約が伴うのは当然で
あるが、生活基盤や社会関係が根こそぎ失われる
ような事態のもとでは、それ自体が回復過程を強
く拘束する。外生的にさらに制約を加えることに
は慎重でなければならない。また、人の回復は、
それぞれの生き方や価値観と不可分な関係にあ
る。したがって政策に求められるのは、回復の多
様さを尊重しつつ、事故の束縛から脱していく筋
道を見守り、支えることである。
　ところが、福島第一原発事故被災への対応にお
いては、たとえば生活再建に当たって避難元への
帰還か他地域への移住かの選択を事実上強いるな
ど、回復についての選択肢や選択条件が一方的に
定められ、回復過程を強く制約している。あるい
は、避難指示解除後の被災地の姿については、津
波被災からの復旧・復興をも織り込んだ地域整備
計画が策定され、それに基づいて工事などが進行
しつつある。さらには、放射性廃棄物処理場の建
設事業や事故炉の廃炉事業が推進され、そのこと
が地域社会を運営するうえでの与件となってい
る。
　このような、共通の回復目標を定めその達成を
図る政策は、回復のプロセスに整合しない恐れが
ある。吟味したい。
ア）回復の本質
　回復の本質を考えるうえで参考になるのは、心
理的に強い打撃を受けた人間の回復に関する知見
である。PTSD に関する代表的な著作、ジュディ
ス・ハーマン Judith Lewis Herman『心的外傷
と回復』（1999）によると、次のことが判明して
いる。
ⅰ）回復の主体は本人
　「回復のための第一原則はその後を生きる者の
中に力（パワー）を与えることにある。その後を
生きる者自身が自分の回復の主体であり判定者で
なければならない。その人以外の人間は、助言を
し、支持し、そばにいて、立ち会い、手を添え、
助け、温かい感情を向け、ケアすることはできる
が、治療（キュア）するのはその人である。」（ハー
マン，1999: 205）
ⅱ）回復の三段階
　回復の展開には、中心的な課題の違いに応じて
三つの段階がある。第一段階の課題は安全の確立、
第二段階の課題は想起と服喪追悼、第三段階の課
題は通常生活との再結合であるが、実際には、各
段階を順々に直線的に通過してゆくようなもので
はない。複雑な障害には複雑な治療が必要であり、
治療は総合的で、各段階に即して適切なものでな
ければならない。（ibid., 241-243）
ⅲ）有力化（エンパワーメント）と再結合
　外傷体験の核心は孤立（アイソレーション）と
無援（ヘルプレスネス）であり、回復体験の核心
は有力化（エンパワーメント）と再結合（リコネ
クション）である。回復の第三段階では、自分が
被害者であったことを認識し、自分が被害者と
なっていたための後遺症がどのようなものである
かを理解するようになる。これは体験を人生に組
み込む準備ができたこと、自分の力量感、自己統
御感を大きくし、これからもあるであろう危険に
対して自らを守り、信頼できるとわかった人々
との同盟関係を深める準備ができたことである。
（ibid., 308-310）
　このことは、原発事故被災からの回復について
もおおむね当てはまると考える。もちろん、原発
事故被災者が PTSD に陥っていると主張するつ
もりはないが、回復の捉え方として普遍性に富ん
でいるからである。
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　しかし、現に展開されている政策は、これらの
本質に適合していない。
　まず、被災者の主体性を確保しなければならな
い。これは、回復（治癒）のための必要条件であ
る。だが、災害救助や損害賠償は、その性質から
この条件を満たさない。ボランタリーな支援はお
おむね被災者の主体性を尊重して実施されている
が、回復過程への関与程度や影響はそれほど大き
くない。そして復旧・復興政策は、被災者のイニ
シアティブを欠いたまま（たとえば「早期帰還・
定住プラン」や「避難解除等区域復興再生計画」（図
2 参照）は被災者が主体的に作成したものではな
い）、被災地への帰還を主軸に政府主体で推進さ
れつつある。「回復の主体は本人」という原則が
十分に行き渡っているとは言い難いのである。
　次に、回復の段階に即した対応が求められる。
「安全の確立」については緊急対応が担ったと言っ
てよい。この段階に関しては、事故炉対応や避難
措置についてその適切さに疑問があるが、災害救
助措置による安全確保は実効性を発揮したと考え
る。第二段階の「想起と服喪追悼」は極めて個人
的なプロセスであって、現在も進行中であろうと
しか言い得ない 18）。政策的な関与が難しい課題
である。そして第三段階は「通常生活との再結合」
である。これはいま徐々に始まっているが、対応
は前述したように緊急・応急対策と混淆していて、
総合性に欠けている。
　また、エンパワーメントと再結合は、回復体験
の核心とされている。つまり、被災からの回復は、
被災体験を人生に組み込む準備ができ、回復に向
けて自分の力量感や自己統御感を確認し、再結合
のプロセスが進展することである。再結合は、日
常性の回復と言い換えてもかまわない。「早期帰
還・定住プラン」「避難解除等区域復興再生計画」
「産業復興再生計画」などは、被災者に回復への
力を喚起し、日常性の回復を支える役割を果たす
必要があるが、そのような視点は希薄である。こ
れらプランや計画の主眼は、目標を設定し、それ
を実現するための筋道や手段を示し、行動を促す
とともに統制することにある。だが、そのことが
エンパワーメントや日常性の回復に結びつくとは
限らない。目標を設定することは、被災者自らが
行わなければならない中心的な課題であって他者
は代替できないし、被災者の行動を一つの計画の
もとに統合することは、回復への意思の形成に逆
行するかも知れないからである。
イ）土地との結びつき
　回復のプロセスを担うのは被災者である。この
とき、被災地の回復が不可欠なのは言うまでもな
い。被災地で生活を再建することが回復に当たっ
ての主要課題だからであるが、被災者と被災地の
関係はそれに留まらない。原発事故は、被災者が
持っていた土地（自然環境を含んだそれ）とのつ
ながりも破壊したからである。前述したように回
復の第三段階においては「再結合」のプロセスが
進展するが、土地とのつながりを再び取り戻すこ
とは、日常性回復の大事な要素である。
　人間と土地との結びつきは多様であって、「安
全の確立」や「想起と服喪追悼」においては、土
地との結びつきが失われたことが大きな影響を与
えるかも知れない。あるいは、自然環境がエンパ
ワーメントの役割を果たす可能性もある。まして、
農業や林業のように土地や自然環境と不可分な関
係にある仕事に従事していた被災者にとっては、
その結びつきの回復如何は回復プロセスを決定す
る重大事である。
　さらに見落とせないのは、土地には過去の記憶
が蓄積されていることである。記憶は、単に過去
の出来事を保存するのではなく、想起を通じて過
去を再構成する働きであり、現在に向けて作用す
る。「土地に刻まれた歴史」という考え方を提示
したのは古島敏雄であるが、彼は人間は「日常的
な生産・生活の営なみのなかで、長期にわたって
労働を投下しつづけ、少しずつ自然の様相を変
え、人間生活に適合するものとしてきた」（古島，
1967: 9）とし、景観や水路などの構築物のなか
に歴史を読み取ることができるとした。土地の姿
は、人間が自然に働きかけ、その相互作用のなか
で形成されてきたのである。
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　土地の記憶は、それ自体が地域の資源であるし、
それを継承する活動が地域の創造につながってい
く。実際、災害からの復興においては記憶の継承
が注目され、防災に役立たせるためでなく地域創
造のダイナミズムの源泉となっている（長谷部，
2012: 52-53）。つまり、土地の記憶は社会性を帯
びた集団的な現実である。地名や景観、行事や神
社・祠などは、社会に支えられてこそ息づく。記
憶の継承を日常化することが大事となる。
　被災地の復旧・復興が「被災からの回復」に結
びつくには、このような視点からの取り組みが必
要となる。またこのことは、地域固有の資源を
活かして被災地を再生するときの必要条件でもあ
る。
　さらに、原発事故被災地は、場所ごとに放射能
の程度が違い、また、事故炉の周辺地区約 16 平
方キロメートルは放射性廃棄物の中間貯蔵施設と
して利用することとなっている。このことは、土
地との結びつきを回復し、記憶を引継いでいく際
に強い制約条件として働く。個別の事情に応じて
結びつきを回復していくほかないのである。
　しかしながら、現在の復旧・復興政策において
は、このような土地との結びつきの大切さが等閑
視されている。たとえば「早期帰還・定住プラン」
は、ⅰ）帰還・定住加速の基礎となる 6 つの取組
として、インフラの早期復旧、災害廃棄物等の処
理の着実な実施、除染・中間貯蔵施設の着実な進
展、安全・安心に向けた取組、十分な予算の確保
と柔軟な執行、賠償の丁寧かつ迅速な対応を列挙
し、ⅱ）住民の生活再開に当たって取り組むべき
3つの重点分野として、生活環境の整備、産業振興・
雇用の確保、農林水産業の再開を示しているのみ
である。あるいは、除染の有効性を問わないとし
ても、その対象を「生活圏」（農地を含む）に限
る方針は、復旧・復興政策が人と土地との本質的
な結びつきの回復に無頓着であることの現れであ
る。
　なお、被災地の回復を考えるとき、土地と人間
との結びつきだけでなく、自然環境そのものの回
復もテーマとなる。自然生態系は、放射性物質の
飛散によってその健全性が損われた。この場合の
「健全性」やその回復とはどのようなことかを問
わなければならない。そのうえで、自然環境の健
全性が回復するプロセスにおいて、政策は、どの
程度どのように関与できるかを吟味する必要があ
る。しかしながら、準備不足のため、この問題に
ついての考察は今後の課題としたい。
ウ）プロセスへの支援
　被災からの回復はプロセスであるから、復旧・
復興政策は、そのプロセスに関与することになる。
この場合、回復の主体は本人である。復旧・復興
施策、たとえば公共公益施設を整備し、居住環境
を整え、産業基盤を形成する等々は、その回復の
過程に組み込まれることによって初めて支援の役
割を全うすることができるのである。
　従って、回復過程への支援は、まずはア）で述
べた回復の本質に適合するように実施しなけれ
ばならない。そうだとすれば、最も大事なのは、
「安全の確立」「想起と服喪追悼」「通常生活との
再結合」の各段階において一貫して寄り添い、必
要な手を差し伸べる支援である。再びハーマンの
PTSD に関する総括的研究を参照すれば、このよ
うな支援の考え方は次のとおりである（ハーマン，
1999: 207-210）。なお、ハーマンは、この関係
を、患者 – 治療者の関係として記述しているが、
ここでは被災者－支援者の関係に置き換えて要約
した。（PTSD への支援を参考にするのは、回復
支援の姿勢を確認するためであって、原発事故被
災が PTSD を招くと考えるからではない。その
可能性を否定するのではないが、念のため注記す
る。）
・ 支援は被災者の回復を促進することをただ一つ
の目的とし、支援者は被災者と同盟関係となっ
てその知識と技量と経験とを惜しみなく提供す
る。
・ 被災者はケアを求めるため、支援者とのあいだ
に力の不平等が生じることを避け得ないが、支
援者は自分に与えられた力をただ被災者の回復
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のためのみ行使する責任を負う。
・ 支援者は、支援関係の導入に当たって、被災者
の自己決定性を尊重し、個人的興味を持たず中
立を守ること（被災者の生活決定に直接指示は
しないことなど）を誓約する。
・ 支援者の役割には、知的、人間関係的の両面が
あって、だから洞察とエンパシー的なつながり
とが育つ。
・ 支援は被災者と支援者との共同作業的な関係を
必要とする。これは「強制よりも説得のほうが、
物理的な力よりも新しいアイデアのほうが、権
威的なコントロールよりも互酬的な関係のほう
が価値も効力も高い」という暗黙の信頼を土台
に行動する関係である。
　さて、このような支援を行うには専門性が必要
で、しかも個人的な関係に基づく支援である。ま
た、原発事故被災だけでなく同時に起きた大津波
被災においても同様のニーズがある。原発事故被
災者だけでも十数万人にのぼるのだから、その全
面的な実施は難しい。厳しい困難を抱えている被
災者について、個別具体的に対応するしかないで
あろう。
　実際、原発事故被災対策においては、福祉・介
護人材の確保が組み入れられているのみで、個人
的な関係に基づく支援はまったく考慮されていな
い。あるいは、子ども・被災者支援法に基づく「被
災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方
針」（2013 年 10 月、復興庁）は、各省庁が実施
する支援メニューを並べただけで、回復過程を等
閑視した無味乾燥な文書に過ぎない。さらに、そ
の改定版（2015 年 8 月）は、「定住支援に重点を
置く」と述べるのみであり、たとえば「定住」と
日常性の回復との関係を明確にしないまま、避難
せずに居住を続けるか、他の地域に居住するか、
元の居住地に帰還するかの選択を示すだけであ
る。
　推測するに、次に述べる被災地の復旧・復興施
策の状況などに照らせば、前述の支援の考え方が
関係者に広く共有されているとは言い難いのであ
る。現場ではこの考え方が理解されているかも知
れないが（そうでなければ支援の実が得られな
い）、政策担当者が認識不足であるだけでなく、
回復の主体は被災者であるのに、施策の実施が目
的化しているからである。
　このような現実はあるが、しかし、被災者が主
体となって回復が進むためには、支援に当たって
前述の考え方を堅持しなければならない。すなわ
ち、プロセスへの支援は、緊急事態を脱したなら
ば 19）、見守りつつ、必要に応じて手を差し伸べる
ことが基本であって、目標を指示したり一方的に
介入することは適切な支援関係からの逸脱となる
のである。
　次に、被災地の復旧・復興施策であるが、これ
も支援と同様に、その使命は、被災者のエンパワー
メントや再結合を支え、その環境を整えることで
ある。このとき問題となるのは、エンパワーメン
トや再結合の鍵が「帰還」なのかどうかである。
帰還は被災前の姿の復元とはなり得ないし、避難
しているなかで日常性の回復が進むことも多いで
あろう。しかも、帰還が可能となるのは被災地の
一部であって、帰還は被災地が回復していくプロ
セスである。
　復旧・復興施策は、次の方針のもとで推進され
ている。
「一日も早く帰還を望む住民が故郷へ帰れる
ようにするためには、これらの区域において、
日常生活に必須のインフラだけでなく医療、
介護、商店などの生活関連サービスの復旧、
再開を速やかに進める必要がある。このため、
これまでの取組を通じて明らかとなった早期
帰還・定住にとって隘路となっている様々な
課題について、（中略）速やかに解決し、避
難住民の帰還・定住を加速する。」（「早期帰還・
定住プラン」2013 年 3 月 7 日、福島復興再
生総括本部）
　しかし、早期帰還・定住は、被災からの回復（こ
の意味が多元的であることは既に述べた）のため
の最大の目標なのか。あるいは、そのためのイン
フラや生活関連サービスの整備は、エンパワーメ
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ントや再結合のプロセスと整合しているのだろう
か。早期帰還・定住プランは、多数の支持を得た
方針かも知れないが、前述の支援原則に照らせば、
たとえば、被災者の自己決定性を尊重しているか
どうか、共同作業的な関係かどうか、人間関係的
な支援となっているのか、権限は被災者の回復の
ためのみに行使されるのかなど、多くの疑問があ
る。
　もちろん、復旧・復興施策は公共政策であるか
ら、被災者のエンパワーメントや再結合のみを目
的としているわけではない。しかし、それに反す
る施策は、有効性を欠くだけでなく、回復を妨げ
ることになりかねないのである。
　ここまでの検討（ア～ウ）で、現在の復旧・復
興政策が回復のプロセスに整合しているかどうか
を吟味し、不整合に陥っている恐れが強いことが
明らかとなった。
3　原発事故被災対策の偏り
　前節で被災からの回復とはどのようなものかを
確認した。それに照らすと、いま進められている
被災対策について、次のような偏りが浮かび上が
る。
（1）緊急対応策の恒久化
　重大な危険を脱したのちも緊急事態宣言が解除
されていないこと、緊急対応として始められた除
染が帰還の条件と化したこと、長期避難者に対し
て災害救助のしくみが適用され続けていることな
ど、緊急対応策が恒久化している。
　緊急対応策の意味は、重大な危機に際して、危
険の統一的な判断、危険回避や被害軽減のための
強制措置、危険への対応を妨げるものの排除など、
政府に強い権限を与え、その権限の行使を一元的
に統制することによって、社会秩序を維持すると
ころにある。そして緊急性が終息すれば、起きた
事態を所与のものとして、そこからの回復（非常
から日常への移行）が始まる。回復の主体は被災
者であり、その主導のもと、段階的に回復が進む
のである。
　自然災害においては、この移行はおおむね明瞭
である。ところが、原発事故被災においては危険
性を孕んだまま回復の過程が進むこととなる。前
述したように、緊急対応の考え方と回復の考え方
とは相当の隔たりがあり、両者の併存を図らなけ
ればならない。
　だが、いま進められている政策は、緊急対応の
枠組みを維持し、そのなかに復旧・復興策を織り
込むかたちで組み立てられているのである。たと
えば、2016 年 12 月 20 日、「原子力災害からの
福島復興の加速のための基本方針」が閣議決定さ
れたが、これは、帰還困難区域の避難指示解除に
向けたしくみの整備、東京電力と国との負担関係
の見直し、帰還や事業・生業再建への支援の拡充
などの方針を定めたものである。この方針は、対
応を一元化し、すべての行動を統制しようとする
緊急時の考え方を踏襲するばかりでなく、復興の
ための秩序を強固なものとする意思を読み取るこ
とができる。
　このような緊急対応策の恒久化は、被災者の選
択の自由を軽視し、主体的な回復を阻害する。に
もかかわらず枠組みが堅持されているのはなぜな
のか。
　第一に、秩序の形成に向けて強い意思が働いて
いることである。政策課題が被災からの回復であ
れば、強固な秩序を維持する必要はない。にもか
かわらず秩序形成への意思が強く働くのは、被災
からの回復がより大きな政策課題の一環だからで
ある。
　大きな政策課題とは、一つは原子力政策の堅持
である。被災地（被災者ではない）が安全な状態
に回復することは、過去の原子力政策を継続的に
維持するうえで必須の条件であるが、避難指示の
解除や早期帰還を図ることによってその条件をク
リアし、従来の方針を貫くための環境を整えるこ
とができるのである。
　もう一つは復興事業の推進による経済の牽引で
ある。大津波被災地の復興事業が強力に押し進め
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られているが、原発事故被災地の復興がそれと軌
を一つにすることによって大きな産業プロジェク
ト群をかたちづくることができる。事業に適合す
る社会秩序を形成することによって、事業を効率
的に展開することができるのである。
　緊急対応策が恒久化する第二の理由は、日常性
回復の意味や重要性について理解されていないこ
とである。前述の基本方針は、「事業・生業や生
活の再建・自立」を強調しているが、これと「被
災からの回復」は意味が異なる。事業・生業の再
建が日常性の回復につながることは多いかも知れ
ないが、道筋の一つであって、道筋自体を選択し
ていく過程こそが日常性回復の本質なのである。
　日常性の回復を理解するには、人のこころを受
け止める感性と、切実な気持ちに答える暖かい心
性が必要となる。そのような感性や心性は、被災
者に対する共感によって養われる。そして、政府
には、緊急対応や被災者救助の経験は蓄積されて
いても、被災者の多様な回復過程に寄り添う経験
は少ない。
　たとえば、阪神・淡路大震災においては、生活
再建支援対策の一つとして「仮設住宅入居者の暮
らしを支えながら、円滑な恒久住宅への移行を支
援するとともに、移行後の新たな不安や孤立感を
緩和し、生きがいづくりや仲間づくりを通じて新
しいコミュニティに親しめるよう支援していくた
めのさまざまな施策」（阪神・淡路復興対策本部，
2000: 79）を実施したとしているが、そのほとん
どは相談などに応じる人員の配置であって、しか
もそれら相談担当者の経験が復興計画や復興施策
に反映するしくみは用意されていなかったのであ
る。また、阪神・淡路大震災復興の経験を踏まえ
て取組むべき課題が示されているが（ibid., 291-
320）、回復の過程を支えることについては全く言
及されていない。
　このように、災害対策は、公共施設の復旧と、
復興に必要な住宅建設、施設整備、産業振興を中
心として推進され、被災者の回復を支援する視点
が希薄であった。被災からの回復に対する理解が
進まないのはそれゆえである。
（2）被災地復興の単純化
　地域の空間は歴史や社会関係が織りなすなかで
形成され、土地にはその記憶が蓄積している。被
災地も例外ではない。2（2）イで述べたように、
人間は土地と結びついていて、もし歴史的に織り
なされたものが破壊されたとしても、復興は、そ
れを認識し、記憶を継承する営みとならざるを得
ない。それだけでなく、地域の経済的な基盤を築
くためには地域資源を発見し育成する必要がある
し、地域社会の自治を欠けば地域づくりは持続し
ない（長谷部，2005: 202-211）。地域の復興とは、
このように複雑で、時間を要する取り組みである。
　ところが、たとえば避難解除等区域復興再生計
画（2013 年 3 月策定、2014 年 6 月改定、復興
庁）は、社会資本の再構築、公共サービス提供体
制の確保など、避難からの帰還者が定住するため
の定型的事業を列挙するのみで、地域の歴史を引
継ぐこと、地域特性を発揮すること、地域ビジョ
ンを形成することのような基本的視点が全く抜け
落ちている。被災地の再生を考えるには、原発立
地など過去の地域の姿を出発点としなければなら
ない。過去を振り返ることは厳しい試練であるが、
その作業を欠いては「想起と服喪追悼」を為すこ
とができず、被災地回復に向けたプロセスがなお
ざりとなる。
　あるいは、被災地を広域的に復興する方策とし
て「イノベーション・コースト構想」20）が提案
されている（2016 年 7 月、福島県エネルギー関
連産業検討分科会）。これは従来からなされてき
た先端的な産業を誘致する手法と同型である。大
規模産業拠点の形成が地域の発展に結びつくとい
う考え方はもはや色褪せているが、過去の失敗に
学ばない構想と考える。とりわけ、福島県浜通り
地域の経済は、まずは産炭事業、次に原子力・火
力発電事業によって支えられてきた歴史がある。
同構想は、それを引継ぐかたちで再生可能エネル
ギー事業を展開することであるが、地域を産業の
ための資源として捉える点でも、原発事故が示す
警告的な意味を等閑視した構想と言わざるを得な
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い。
　復興が単純化され、事業の束と化しているので
ある。この背景には、復興資金の投入期間が限ら
れていること、目標の重点が早期帰還を図ること
にあって即効性が求められていること、住民が避
難しているなかではその合意を形成することが極
めて困難で標準的な復興計画（インフラ整備、住
宅建設、産業振興のセット）を受入れざるを得な
いことという事情がある。
　だが、被災者と同様に、被災地も主体的に回復
するほかない。それぞれの固有の事情が強く作用
し、回復の姿は多様なものとなるであろう。また、
その過程をたどるには長い時間が必要であろう。
被災地復興の単純化は、資金投入を急ぐことなど
の要請に応えるためであって、回復の過程を軽視
し、地域づくりの本質に離反しているのである。
（3）計画手法の偏重
　被災からの回復を進めるための施策は、前掲
図 2 の体系に基づいて進められている。このよう
に計画を体系的に作成し、相互の調整を図りつつ
人々の行動をコントロールするしくみは、目的を
明確にして、それを達成するための手法として幅
広く活用されている。これが計画手法であるが、
特に、資源を効率的に配分し、目的に向けて手段
を総合化する機能に優れているとされ、政策の立
案・実施が計画の策定・具体化と同視されること
も多い。
　一方で、このような手法は、社会現象を機械的
な作用であるかのように捉え、目的に向けて操作
できると考える。これが目的・手段図式である。
ある作用を加えれば、必然的にある結果に至ると
いう思考パターンのもと、社会をあたかも機械の
ように制御できると想定するのであるが、社会を
そのように捉えることに限界があることは周知の
とおりである（たとえば、ハイエク，2010: 25-
55）。
　それだけでなく、計画手法は、現象を目的・手
段関係として捉え、それから外れたものは例外や
特殊事情とされる。また、現象を外から観察し機
能関係に着目することとなって、人間的な判断、
特に共感をベースにした価値選択が度外視される
恐れがある。さらには、目的・手段図式で行動を
律する考え方は分かりやすく社会的合意が比較的
容易であるため、逆に、その妥当性や限界につい
ての吟味が疎かになる嫌いがある。
　従って、計画手法ないし目的・手段図式は、回
復プロセスへの支援に適合しない場合が多い。回
復プロセスへの支援に当たって厳守しなければな
らないのは、不確実さを含んだ幅広い選択可能性
の確保、例外的な事情を含む多様な状況の受容、
共感をベースとした関係形成、プロセスにおける
主体性の尊重である。いずれも、計画手法には期
待し難い。
　実際、公害問題への対応が失敗した理由を分析
すると、その根となる要因の一つとして、目的・
手段図式への固執を発見する（長谷部，2016: 
60-64）。原発事故被災からの回復においても計画
手法の偏重が見られるが、同じ轍を踏む恐れがあ
る。
　このような原発事故被災対策の偏りが示すの
は、政策には限界があるという当然の認識である。
被災からの回復は、支援によって進展する場合も
あるが、あくまでも自律的なものである。政策的
な介入に限界があるのはもちろん、介入すること
の是非についてもよく検討しなければならない。
4　いくつかの提案
　前節までで、原発事故被災対策を、被災からの
回復という視点から吟味・考察してきた。その結
果をもとに、今後の政策のあり方についていくつ
か提案する。
（1）回復を支える政策原則
　まずその前提として、回復を支える場合の「支
える」意味に即して、そのための政策原則を明確
にしたい。
　第一に、回復は内発的である。医療に例えれば、
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自己治癒力を支えるのであって、外からの関与は、
その力を発揮するための環境を整えることに留ま
る。さらには、回復の方向や道筋もあらかじめ定
まってはいない。回復のために望ましい環境とは
どのような状態であるかについても先験的に確定
しているわけではないのである。
　従って第二に、支えるうえでの基本的な姿勢は、
見守って、必要に応じて手を差し伸べることとな
る。「見守る」こと自体がすでに回復過程への関与・
介入であることを忘れてはならない。また、支援
として関与し、介入するに当たっては、その内容
だけでなく、タイミングが重要となるし、そのタ
イミングは個別事情に応じて異なるはずである。
　第三に、支える関係は多様であり、複雑である。
被災者・被災地の状態や状況が違い、関与・介入
の内容やタイミングは一律ではなく、さらに、支
えることそのものが回復過程の一部となる。従っ
て、被災者・支援者・支援組織・政府・被災地等
の相互関係が輻輳し、そのシステムは複雑系 21）
の様相を呈する。「支える」ことの影響は不確実で、
意図しない結果につながることを覚悟しなければ
ならないのである。
　回復のための政策は、このような「支える」意
味に適合するべく構築しなければならない。既に
述べたように、目的・手段図式には限界がある。
また、人間関係のような複雑で合理的に割り切れ
ない要素を組み込むことは、一般的に政策の立案・
実施において排除・回避されるが、そうはいかな
い。政策のスタイルを工夫しなければならないの
である。
　この場合に二つの考え方が有効である。一つは、
「補完性の原則」である。これは、ⅰ）問題はよ
り身近なところで解決されなければならない、ⅱ）
問題解決に当たる優先性は、個人のイニシアティ
ブ、自助・自律的な制度運営者、非国家的な組織
の順に与えられる、ⅲ）公的な責務は、一般に市
民に最も身近な地域の自治体により担われるべき
である、という考え方である。そこでは、試行錯
誤を許す発見的な方法が優越するし、人間的な交
流の機会が確保される。
　この原則を被災からの回復政策に組み込めば、
回復過程に関与・介入するに当たって、内発性を
尊重し、身近な関係のもとで、柔軟に対応するこ
とができるはずである。ただし、定型化されてお
らず流動性が高い組織が関与する難しさや、内在
的な規範を伴わない選択はときに無秩序に陥っ
て、問題解決の基盤そのものを掘り崩す恐れがあ
ることに注意が必要である。
　もう一つは、分散して自律的に運営できるシス
テムである。機械はいくら複雑であっても、リジッ
ドな階層構造のもと、要素を指示→行動→報告の
関係で律することによって作動している。これに
対して多細胞生物は典型的な複雑系であるが、機
能分化した細胞が相互フィードバック関係のもと
で自律的に活動することによって生きている。多
細胞生物のような分散・自律的運営システムをモ
デルに政策を組み立てれば、各主体の内発的な行
動、特に自由な選択を助長しつつ、複雑な相互関
係を調整し、全体としての安定性を確保できると
考える。
　現在の被災対策は、緊急対応の色彩が色濃く、
集権的で命令・指示を基本とするしくみによって
運営されているが、そのなかに分散・自律的な運
営のしくみを組み入れるのである。それによって、
回復を支える関係の多様さや複雑さが活かされ、
現場での独自性の発揮、臨機応変な対応、しくみ
の自生・自己組織化などが容易となるであろう。
ただし、社会の関係は複雑で、不確実な要素を多
数含み、人間性のような捉えるのが難しいものが
強く作用する。一挙にしくみを改変することは避
けるべきである。
（2）具体的な提案
　被災者・被災地の回復に向けて有効と考える施
策を 4 つ提案する。
A）支援の日常化　―福祉としての被災対応―
　被災からの回復を支えることは福祉のための支
援と重なる。実際、原発事故は被災者の福祉を損っ
たのであり、その回復は被災からの回復とほぼ同
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義である。また、日常性回復へのプロセスは、一
過性の緊急事態対応としてではなく、日常生活の
なかで進んでいくのだから、そのたどり方は多様
で、「生き方」と不可分である。
　だとすれば、回復を支える活動は、日常的な福
祉のための支援のひとつと考えてかまわない。既
に述べたように、現在の被災者支援は、緊急対応
としての災害救助活動（仮設住宅、医療等の提供）、
長期避難者等の生活拠点整備、帰還に向けた被災
地復興を束ねたものであって、十分に回復を支え
る役割を果たすことができるかどうかは疑問であ
る。必要なのは、総合性のある幅広い福祉のため
の支援であると考える。
　もちろん、回復は個々人の選択に委ねられ、政
策的な関与には限界がある。介入も、支援の考え
方（2（2）ウ参照）や補完性の原則（4（1）参照）
に即して慎重でなければならない。このとき参考
となるのは、公害健康被害に対する補償のしくみ
（1（2）ア参照）である。これは専ら健康被害へ
の対応を目的としているが、これを組み換え、困
難な状況に置かれた人々が日常性を取り戻してい
くための一般的な制度とするのである。
　考えてみれば、困難な状況のもと、日常性を取
り戻していく過程は、原発事故被災者だけでなく、
地震、津波、火災などの被災者や、犯罪被害、深
刻な疾病などに遭遇した人々にも共通している。
福祉制度は、本来、そのプロセスを支えなければ
ならないのである。
　このような福祉制度による支援は、困難に遭遇
している人々の主体性を確保するうえでも有効で
あるし、支援を特別なものとせず、日常性のなか
に埋め込むことにもなる。このように、原発事故
被災からの回復を支えることは、福祉のあり方に
ついての問い直しを迫るのである。
　もっとも、福祉支援のしくみを組み立てるため
に検討しなければならないことは多い。たとえば、
「困難に遭遇している」ことをどのように判断す
るのか、誰が支援を担うのか、費用をどのように
負担するのか（原発事故被災については原因者の
負担を忘れてはならない）などである。とりわけ、
被支援者のイニシアティブのもと、共同作業的な
関係で支援することは、一般的な社会関係そのも
ののあり方であって、制度で律することには限界
がある。
　実際には、緊急対応のもと、早々と賠償慰謝料
によって生活再建を図る方針が示され、回復の唯
一の方向は早期帰還・定住であるとされ、その枠
組みのもとで施策が展開されている。いま、支援
のしくみを組み換えることは難しいが、たとえば
賠償金のうち生活支援の色彩が強い慰謝料を基金
として積み立て、公共支出と併せて福祉支援に充
てることなどは検討の余地があると考える。
B）被災地主体の回復　―コミュニティ再生基金―
　被災地の回復は、被災者と同様、地域社会が主
体となって進んでいく。その過程においては、た
とえば土地との結びつき（2（2）イ参照）の再認
識など、それぞれ固有の事情に即して取り組まな
ければならない。一元的、計画的な復旧・復興事
業とは別の柔軟な事業展開が求められ、その取り
組みを支援するしくみが必要である。
　現在、このような必要に対して「福島再生加速
化交付金」が創設されている。しかしながら、そ
の交付対象は、帰還環境整備、長期避難者生活拠
点形成、福島定住等緊急支援、道路等側溝堆積物
撤去・処理支援の 4 類型の事業に限られ、いずれ
も地方公共団体等が実施することとされている。
しかも交付は各省庁がメニューに応じて別々に行
い、市町村はそれぞれの定められた要領に沿って
申請しなければならない。縦割りのメニュー補助
金とほぼ同じ構造である。
　公共的資金の使い方について制約があるのは当
然で、成果が求められる。だが、述べてきたよう
に、被災からの回復の姿は複雑で多様である。市
町村より小規模のコミュニティが、分散・自律的
に取り組んでいかなければならない。被災地の回
復は、コミュニティが相互に関係しあいながら自
律的に回復していく過程の結果として現れるので
あって、大きなプランを描きそれを実現すること
ではないからである。従って、資金は、リスクを
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伴う事業の実施を含めて幅広いニーズに応えるも
のでなければならず、メニューから選択すること
には限界がある。とりわけ、地域社会が自らの責
任で意思決定していくことは、回復の過程そのも
のでもある。
　このような要請に応えるためには、被災地再生
のための基金を造成して、コミュニティ単位で運
営することが有益である。その原資は、福島再生
加速化交付金など被災地復興に関する交付金を充
てれば十分賄うことができる。さらに、災害原因
者に一定の拠出を求めてもかまわない。この場合
のコミュニティは基礎自治体を想定するが、実質
的に小学校区ないし中学校区が該当するであろ
う。
　基金とするのは、単年度予算に縛られない長期
的な執行を確保するためであり、コミュニティを
単位とするのは、土地、自然環境、社会関係など
被災地個々の事情に十分に応えるためである。必
要に応じて他のコミュニティとの共同事業を実施
することも可能であるし、基金の管理を通じて、
コミュニティ回復のプロセスを自ら律することも
できる。
　もっとも、この基金を実現しようとするとき、
コミュニティが被災によって破壊されている現実
に直面する。基金の運営主体そのものを再生しな
ければならないのである。しかも、コミュニティ
の構成員は被災時とは異なるであろうし、回復の
過程においても流動する。基金を運営するために、
たとえば、コミュニティ集会の開催（バーチャル
な会議でもよいであろう）、運営委員会の設置、
支配人の選任、市町村への運営委託などの工夫が
必要となるが、運営責任を負うことによってコ
ミュニティ自治が鍛えられ、被災からの回復プロ
セスを支えるのである。
C）生態系回復プロジェクト　―被災地再生原則―
　被災からの回復に取り組むとき、被災地・被災
者を包む環境を忘れてはならない。土壌、水流、
植生、大気、海洋などであるが、これらは一つの
システム（生態系）を形成する。そして、生態系は、
農業、林業、水産業など、自然と調和しながら営
む産業の基盤であるだけでなく、生活や文化の基
礎を支えている 22）。
　しかし、放射性物質が飛散した生態系の回復は
大変困難である。除染の限界は既に述べたが、動
植物への影響や物質循環の様相を把握することも
容易ではない。また、生態系のうち、農地、森林、
漁場などは生産活動によって維持されてきたが、
被災に加えて生産構造の変化などのため、農林水
産業を継続するうえで大きな困難に直面してい
る。一方で、農林水産業は生業として営まれ、そ
の継続は、被災者・被災地の回復における試金石
である（その意味については長谷部（2013: 304-
305）を参照。ただしこれは大津波被災について
の論考である）。
　このように、被災地の回復に当たっては生態系
の働きを回復・保全することが大事で、そのため
のプロジェクトを組織するのが有効である。この
プロジェクトは、被災地及びその周辺を対象とし、
ⅰ）放射性物資の分布・挙動を含めた被災地の生
態系の包括的調査、ⅱ）農林水産業など生態系と
密接な関係のもとで営まれている生業とそこで育
まれた生活文化の構造的な把握、ⅲ）生態系回復
のため必要な措置の体系的提示、ⅳ）被災地再生
に当たって生態系との調和を確保するための原則
（被災地再生原則）の合意・確立を行うこととする。
そのうえで、ⅴ）復旧・復興事業について、被災
地再生原則に照らして生態系への影響を予測し、
必要な措置を勧告することとする。
　このプロジェクトによって確立する「被災地再
生原則」は、生態系システムを律している論理に
立脚したものとなるであろう。その論理は、適
正規模の維持、適応による多様性の確保、固有性
の尊重、均衡への意思、全体性への配慮などで
あって、経済システムを律している論理とは異な
る 23）。生態系の論理は、経済の論理に対するカウ
ンターバランスとなり得るのである。
　従って、原発事故被災地は、生態系回復プロジェ
クトを通じて、経済と生態系との均衡のもとで回
復する道筋をたどることができる。そしてこのこ
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とは、原発事故を土地の記憶として受け容れるこ
とにつながっていくと考える。
D） 費用負担関係の再編　―原因者の負担と政府
の責任―
　原発事故被災対策のための費用負担関係は、災
害救助や復旧・復興については公共負担、賠償、
除染、廃炉事業については原因者負担とされてい
る。そしてこの費用負担関係は、実施の責任分担
と対応する。
　しかしながら、長期避難者への対応は福祉確保
の視点を基盤としなければならないし、被災地の
回復とはコミュニティが再生し、生態系が健全さ
を取り戻すことである。いずれも公共政策として
取り組まなければならない課題であって、公共的
な関与が不可欠である。一方で、健康被害や放射
性物質への対応については、その影響防止策を含
めて原因者が負担すべきである。緊急対応におい
て定まった責任分担や費用負担関係をそのまま回
復過程に適応することには疑問がある。
　また、除染はいまや公共事業と化したし、帰還
困難地域の扱いは政府が全面的に責任を負う方針
が示された 24）。さらには、事故対策費用額が予
想を大幅に越えることが明らかになりつつあるな
かで、原因者とされる東京電力の負担能力を勘案
しつつ、実質的な負担方針の見直しが進んでい
る 25）。
　負担関係の再編が必要である。まず、課題を類
型化し、公共的に対応すべきものの実施について
は政府の責任とする。特に、総合的な政策能力が
必要な福祉や地域コミュニティに関する課題は、
政府の責任で対応しなければならない。そのうえ
で、政府が実施する施策の費用の一部については、
汚染者負担原則 26）を適用して東京電力に求償す
るのである。
　このとき、公共支出と原因者負担とのバランス
については、政府の公共的課題を解決する責任を
重視すべきである。事故に対する政府の法的責任
表 3　原子力事故被災からの回復における負担関係の考え方
課題 施策の性質 実施担当者 費用負担
生活再建
　長期避難支援 *1 福祉政策 福祉行政部局 公共支出、一部を原因者に求償 *4
　財産の損失補填 *1 損害賠償 原因者 原因者負担
被災地の再生 *2
　除染 *3 被災地再生の一環 コミュニティ or 地方自治体 公共支出 *5、一部を原因者に求償 *4
　被災地の再構築 地域政策（地域づくり・
まちづくり）
コミュニティ & 地方自治体 公共支出 *5、一部を原因者に求償 *4
　生態系の回復 国土保全政策 地方自治体 or 国土行政部局 公共支出
　生業の再生 地域政策 & 国土保全政策 コミュニティ & 事業者 公共支出 *5 & 事業者負担、一部を
原因者に求償 *4
産業の再生 産業政策 事業者 事業者負担（公共支援は融資を中
心とする）
廃炉 電力事業 原子炉設置者 原因者負担
*1 長期避難支援と財産の損失補填は、両者一体となって生活再建を図る考え方に基づいて実施されるべきであった。財産損失補填
＋慰謝料による賠償が既成事実となったいま、もはや両者を分離せざるを得ない。
*2 被災地の再生とは、復旧・復興ではなく、被災地が日常性を取り戻すことである。安定した生活基盤、良質な生活環境、安心で
きる社会関係、生活文化の継承、健全な生態系などに向けた取り組みの総合的な展開によって進展する。
*3 除染は、被災地の再生に必要な範囲に限定して実施。
*4 被災者・被災地の再生に係る費用の一部を原因者に求償することとするが、その方法は、原因者が基金に対して拠出し、基金か
らの支出を被災地の再生に充てるしくみとする。この場合の基金は、生活再建基金（全額を原因者が拠出）及びコミュニティ再
生基金（原因者と政府が共同して拠出）の二種となる。
*5 被災地再生のための公共支出は、毎年度の政府支出のほか、コミュニティ再生基金からの支出を充当する。
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の有無等については別途の検討が必要であるが、
事故が原子力政策の帰結であることは否定できな
い。また、被災者・被災地の回復を支援すること
は政府の使命（存在意義）である。十分な財源の
裏付けのもとで実施しなければならない。さらに
は、対策が終了する時期や必要な費用の総額は明
確となっていないのである。
　これらの条件に応えるためには、被災からの回
復のための費用について、次のしくみで負担する
ことが有効である。
ⅰ） 被災から回復するための施策（財産の損失に
対する損害賠償を除く）は、公共的な責任の
もとで実施し、その費用の一部を原因者に求
償する
ⅱ） 原因者は、一定のルールによって基金を積み
立て、ⅰの求償に対する支払いに充てる
ⅲ） 原因者が積み立てる基金は、生活再建基金と
コミュニティ再生基金の二種とし、たとえば、
一定期間、毎年度の経常利益の一定割合を拠
出する方法によって造成する
　以上の考え方をもとに、被災から回復するに当
たっての課題とその対応のための負担関係を整理
すると、表 3 のようになる。
　被災から回復するうえでの課題に応えるため
に、いくつかのしくみを提案した。ここまでで触
れていないもうひとつ大きな課題は、事故炉及び
その周辺地の扱いである。廃炉事業は少なくとも
30 年間継続するし、事故炉の周囲約 16 平方キロ
メートルは、同じく 30 年間、放射性廃棄物の中
間貯蔵施設として利用する予定となっている。こ
の区域は双葉町及び大熊町に属するが、これを通
常の行政区域と同じように扱うことができるのだ
ろうか。被災地の回復において、事故が残した負
の遺産（？）をどのように扱うか、十分な検討が
必要である。残念ながら本稿ではそれを行う用意
がないが、課題として提示しておく。
注
1） たとえば、日本科学技術ジャーナリスト会議
（2013）は、4 つの事故調査報告（国会・政府・民間・
東電）を比較しつつ、原発事故の経緯等について
何が未解明かが論じられている。また、そもそも
事故炉は本格的に調査されておらず、その実施の
メドも立っていない。
2） 事故炉からは高濃度の放射性物質を含む水が排出
され続けているし、廃炉事業は本格的な着手に
至っておらず、作業のための技術を開発しなけれ
ばならない段階にある。
3） 避難が指示されている区域などについて放射性物
質による被曝の恐れが残っているほか、事故炉の
存在、放射性廃棄物等中間貯蔵施設の建設などは、
被災地の将来を強く拘束する。
4） 被災者の視点に立ったルポルタージュには、たと
えば舩橋（2012）・舩橋（2014）のような場の
空気まで感じられるものもある。被災者の視点
を重視する調査報告も多数あるが、たとえば関西
学院大学災害復興制度研究所ほか編（2015）が、
原発避難を類型化し、問題をテーマごとに吟味す
るなど、その体系的な把握を試みている。また、
同書所収の原田・西城戸（2015）は、既往の調
査研究を分類し、議論の整理を試みつつ、今後の
方向を述べている。そのほか、福島民報などの報
道や『環境と公害』（季刊、2011 年 7 月から毎号、
「東日本大震災と原発事故」に関する論考を掲載
している）など学術誌の論考においても、被災者
の視点の重要性が提示されている。
　 なお、原子力被災を考察するうえで、国際的な比
較が有益である。たとえば、チェルノブイリ原
発事故被災については、メドヴェジェフ（1992）
など、原水爆実験地での被曝・避難については、
竹峰（2015）などがある。被災からの回復を具
体的に比較し考察する作業は、今後の課題とする。
5） たとえば、山下ほか（2013）は、生じている齟
齬の実態だけでなく、それと社会構造との関係に
立ち入って考察を展開している。あるいは、齊藤
（2015）は、津波被災対策と原発事故被災対策と
を対比して、前者の過大評価、後者の過小評価が
生じていることを示したうえで、それによる政治
経済上の齟齬等を論じている。
6） たとえば「福島復興再生特別措置法」は、「原子
力災害からの福島の復興及び再生は、（中略）福
島が直面する緊要な課題について、女性、子ども、
障害者等を含めた多様な住民の意見を尊重しつつ
解決すること（中略）を旨として、行われなけれ
ばならない」（同法 2 条 1 項）としている。ただ
しこれは理念であって、これを具体的な施策にど
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のように織り込むかは政府の裁量に委ねている。
7） 長谷部（2016）を参照。
8） この区分のなかで、長期避難者対策については緊
急対応の性質がある。長期避難者対策は、緊急対
応としての災害救助のしくみがそのまま継続的に
適用されているからである。
9） 生活再建補償とは、公共事業によって生じた損失
について、従前と同等程度の生活が継続可能とな
るように措置する考え方である。もっとも、公共
事業の用地補償において適用されている「公共
用地の取得に伴う損失補償基準要綱」（1962 年 6
月 29 日閣議決定）は、この考え方を採用してい
ない（長谷部，2009: 19-21）。
10） 正式な名称は「平成二十三年三月十一日に発生し
た東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事
故により放出された放射性物質による環境の汚染
への対処に関する特別措置法」（2011 年 8 月 31
日公布、法律第 110 号）である。
11） たとえば、「早期帰還・定住プラン」（2013 年 3 月、
福島復興再生総括本部）は、帰還困難区域の除染
については基礎データを収集する、森林除染につ
いては調査・研究を進めるとしているだけである。
12） 低線量被曝とは、おおむね年間 100mSV 以下の
被曝のことで、これによる健康被害（がん罹患率
や死亡率の上昇）の評価をめぐっては議論がある。
避難指示や除染の判断に当たって採用された放射
線防護の考え方（国際放射線防護委員会（ICRP）
勧告）は、いかなる線量でもリスクが存在すると
いう予防的な仮定にたっていて、健康被害との関
係を明示していないが、低線量被曝による健康被
害を否定しているわけではない。また、低線量被
曝のリスクは、子どもや妊婦についてより大きい
とされている。
13） このしくみは、「東日本大震災における原子力発
電所の事故による災害に対処するための避難住民
に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置
に関する法律」に規定されている。避難生活の実
態に基づき、二か所での居住に対応すべく「二重
住民登録」が必要との主張がなされたが、それに
対応する措置であると考えてよい。
14） 正式な名称は「東京電力原子力事故により被災し
た子どもをはじめとする住民等の生活を守り支え
るための被災者の生活支援等に関する施策の推進
に関する法律」（2012 年 6 月 27 日公布、法律第
48 号）である。
15） 長期避難者への支援から早期帰還への対応までの
施策等を一括して支援する制度として「福島再生
加速化交付金」があるが、その交付対象は、復
興再生拠点等の整備に重点が置かれ、生活支援
についても復興公営住宅や教育・社会福祉施設の
整備が中心である。回復のプロセスに関係するメ
ニューとしては、わずかに復興公営住宅へのコ
ミュニティ交流員の配置等が示されているだけで
ある。
16） 「衆議院議員逢坂誠二君提出原子力緊急事態宣言
に関する質問に対する答弁書」（2016 年 3 月 11
日、閣議決定）。
17） 放射能の原因となる主要な三核種の半減期（放射
性崩壊によってその半分が別の核種となるまで
の時間）は、ヨウ素 131 が約 8 日間、セシウム
134 が約 2 年間、セシウム 137 が約 30 年間であ
る。
18） 「想起と服喪追悼」がどのようなものであるかは、
チェルノブイリ原発事故被災者の黙されていた声
を聞き取ったスベトラーナ・アレクシエービッチ
によるドキュメントが、「手の加えられていない
真実」（アレクシエービッチ，1998: 31）として
伝えてくれる。
19） 緊急時の援助に当たっても支援のための原則があ
る。たとえば「災害・紛争等緊急時における精
神保健・心理社会的支援に関する IASC ガイド
ライン」（Inter-Agency Standing Committee 
2007）は、被災者間の公平性を高めること、被
災者の参加を最大限に促進すること、被災地・被
災者に悪影響を与えてはならないこと、現地能力
に立脚しなければならないこと、支援システムの
統合が必要であること、ニーズに見合った多層的、
相補的な支援が重要であることの 6 つの原則を
示している（長谷部，2012: 55-57）。
20） 被災地を包括するかたちでエネルギー関連産業プ
ロジェクトの展開を図る構想。原子力に依存しな
い「新たなエネルギーの創出」による復興の加速
化やエネルギーの「地産地消」を目的に、風力発
電拠点の形成、高効率石炭火力発電所、天然ガ
ス火力発電所等の立地、水素エネルギー活用の実
証事業、エネルギー関連産業等の集積などのプロ
ジェクトを推進するとしている。
21） 複雑系とは、相互に関連する複数の要因が合わ
さって全体としてひとつの振る舞いをなす系で
あって、しかもその全体としての挙動は個々の要
因や部分からは明らかでないという性質を持つも
のをいう。そして複雑系では、原因→結果という
力学系の枠組み、つまり因果的な説明方式によっ
ては理解できない挙動が起きるし、初期条件、境
界条件が系の挙動を決定的に左右してしまうこと
が多い。さらには、外からの制御を受けずに自ら
秩序を生み出すことができるという性質を持つ
（自己組織化）。
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22） 生態系の機能を包括的に評価した研究成果と
し て、 国 連 に よ る Millennium Ecosystem 
Assessment がある。そこでは、生態系サービス
を次のように整理しているが、文化的サービスに
注目して欲しい。
サービスの種類 サービスの内容 事例
供給サービス
（provisioning services）
人間の生活に必要な資源の供給 食糧、材木、水資源、燃料など
調整サービス
（regulating services）
環境の制御機能 気候調整、洪水調節、水の浄化など
文化的サービス
（cultural services）
精神・社会・宗教的価値の基盤 芸術インスピレーション、教育、自
然レクリエーションなど
基盤サービス
（supporting services）
生態系を支える基盤
物質循環、土壌形成、水循環など
（注）Millennium Ecosystem Assessment (2005) "Ecosystems and Human Well-being" より作成
エコノミーの論理 エコロジーの論理
システムモデル 市場経済 生態系
管理目標 成長 適正規模
原動力 競争 適応
中心的運営手法 規格化 固有性
パフォーマンス評価 進歩 均衡
アプローチ手法 分析的 全体性
（注） 長谷部俊治（2010）「環境法の変容　―公害対策から環境制御ルールへ」p.30、『社会志林』
Vol.57 No.3 p.1-31、法政大学社会学部学会
23） 経済の論理と生態系の論理とを対比すると、おお
むね次のようになる。
24） 「原子力災害からの福島復興の加速のための基本
指針」（2016 年 12 月 20 日閣議決定）。
25） たとえば「東電改革提言」（2016 年 12 月 20 日、
東京電力改革・1F 問題委員会）は、国と東京電
力との分担関係について次のように整理してい
る。①国は事故事業者に一時的支援、時間を与え、
非連続の経営改革で責任遂行を促す、②事故事業
者は、非連続な経営改革を実行、責任を果たす、
③国も被災地復興で前面に立つ、④事故炉廃炉事
業を適正かつ着実に実施するための事故炉廃炉管
理型積立金制度の創設等を行う、⑤事故炉廃炉の
ため事故事業者の燃料・火力・小売分野の合理化
分に加えて、規制分野である送配電事業の合理化
分を優先的に充当する。なお、この提言と「原子
力災害からの福島復興の加速のための基本指針」
の閣議決定が同日付けであるのは、偶然ではない。
26） 汚染者負担原則とは、企業活動による社会的費用
を内部化するために、環境汚染の防止費用を汚染
者が負担する原則である。さらに公害対策におい
ては、これを拡張して、被害者を救済する費用や
環境を復元する費用について原因者に負担を求め
る考え方が採用されている。また、汚染者だけで
なく、汚染を最小化する能力を持つ者がそのため
の費用を負担すべきであるとする拡大生産者責任
の考え方もある。
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